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宮古島市下地児童館指定管理者募集要項 

 
はじめに 

「宮古島市下地児童館」（以下「児童館」という。）は、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）
第 35 条第 3 項の規定に基づき児童に健全な遊びを与えて、その健康を維持し、情操を豊かにする
とともに、市民の福祉の向上および地域住民の交流活動拠点として提供することを目的としてい
ます。 

宮古島市では、児童館の管理を効率的で効果的に行うことを目的に、宮古島市児童館条例（以
下「条例」という。）第 11 条の規定に基づき指定管理者を募集します。 
  

 
１ 目的 

この要項は、条例第 11 条の規定に基づき児童館の管理運営業務（以下「本業務」という。）
を行う指定管理者を選定するために必要な事項を定めるものです。 

 
２ 施設概要 

（1） 名称 宮古島市下地児童館 
（2） 所在地 宮古島市下地字上地６２８番地１ 
（3） 施設の規模および構造 鉄筋コンクリート造 1 階建て 延べ床面積 209.83 ㎡ 
（4） 開館年月 平成４年 4 月 
（5） 施設の規模、年間利用者数等 P10 「下地児童館の概要」参照 

 
３ 本業務 

（1） 本業務は、条例第 14 条に規定する次の業務です。 
① 条例第 3 条第 1 項第 1 号から第４号および第 7 号に規定する事業に関する業務 

ア 児童の健全な遊び場の提供に関すること。 
イ 児童の健康増進に関すること。 
ウ 児童の情操指導に関すること。 
エ 児童のクラブ活動及びレクリエーション等の実施に 関すること。 
オ その他アの目的を達成するため必要な事業 

② 児童館の維持管理に関する業務 
③ その他市長が必要と認める業務 

(2) 本業務の詳細については、「宮古島市下地児童館指定管理者業務仕様書」(以下「仕様書」
という。)のとおりです。なお、本業務の全部を第三者へ委託し、又は請け負わせることは
できません。なお、仕様書に定める設備の保守点検等、個別の建物維持管理業務等につい
ては、指定管理者から第三者へ委託することができます。 
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４ 指定の予定期間 
令和 5 年 4 月 1 日から令和 10 年 3 月 31 日まで(5 年間) 

 
５ 本業務に要する経費等 

(1) 本業務にかかる経費は、市が支払う指定管理料を充てるものとする。 
(2) 指定管理料 

指定管理料の額は、予算の範囲内で、会計年度ごとに締結する協定書で定めます。 
① 指定管理料については、指定管理予定候補者が応募の際に提示した収支予算書の金額

を参考に、市と指定管理者との間で協議の上、予算の範囲内で決定します。 
また、支払いは会計年度ごとに年度協定書に定め行います。支払い方法については、

指定管理者と協議の上決定します。 
指定管理料の上限額（消費税および地方消費税含む）は、下記のとおりとします。 

 

指定管理料上限額（5 年間） 51,222,000 円 

年額 

令和 5 年度 10,610,000 円 

令和 6 年度 10,153,000 円 

令和 7 年度 10,153,000 円 

令和 8 年度 10,153,000 円 

令和 9 年度 10,153,000 円 

※令和 5 年度のみ AED 購入費を加算 
※市の契約を引き継ぐ業務の予算計上については、仕様書に記載されている契約概要を
参照すること。 
 

② 修繕費および備品購入費については、本業務に対する指定管理料と別に宮古島市から
指定管理者へ委託する場合があります。委託した修繕費および備品購入については、年
度ごとに精算し、不用額（余剰や未執行等）が生じた場合、不用額を宮古島市へ返納し
なければなりません。 

(3) 指定管理者の行う業務に関する経理 
本業務に係る取引の状況を明確に表すため、指定管理者は一連の収入・支出について、

他の取引とは明確に区分した経理処理を行うこととします。また、本業務にかかる経費の
出納管理については、宮古島市下地児童館指定管理者の専用の口座を開設し、管理するも
のとします。 

(4) 指定管理料に含まれる経費 
指定管理料には、人件費、事務費（光熱水費、通信運搬費、消耗品費、負担金等）、など

すべてを含むものとします。 
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６ 応募資格 
応募者は指定期間中、児童館の管理を円滑かつ安定して実施できる法人その他の団体であ

って、次の要件に該当するものとします。 
(1) 本市内に登記簿上の本店または主たる事務所等を有している法人、またはその他の団体。 
(2) 国税および地方税の滞納がないもの。 
(3) 本公募時点において、児童福祉法第７条に規定する児童福祉施設を既に実施しているもの

であること。 
 
７ 欠格事項 

次のいずれかに該当するものは、指定管理者になれないものとする。 
(1) 法人等の責めに帰すべき事由により指定管理者の指定を取り消されてから、当該施設の指

定期間に１年を加えた年を経過していない法人等 
(2) 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の４第１項の規定に該当する場合 
(3) 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の４第２項の規定により、本市におけ

る一般競争入札の参加を制限されている場合 
(4) 本市の議会議員が、地方自治法第 92 条の２に規定する役員等である場合 
(5) 本市の市長又は副市長が、地方自治法第 92 条の２に規定する役員等である場合 
(6) 宗教活動又は政治活動を主たる目的としている場合 
(7) 会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)第 30 条または民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)

第 21 条の規定による更生手続の開始の申立がなされて、更生手続きの開始決定または再
生計画の認可決定がなされていない場合。 

(8) 破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づく破産手続中の場合。 
(9) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条に掲げ

る暴力団およびそれらの利益となる活動を行う団体 
(10) 団体及び団体の役員等が、原則として過去 5 年間において市税、市に納入すべき負担金､

分担金、施設利用料等を滞納している場合。 
(11) 労働災害補償保険に加入していない場合。 
(12) その他市長等が必要と認める事項に該当する場合。 

 
８ スケジュール 

(1) 募集要項の配布   令和 4 年 11 月 16 日(水)～令和 4 年 12 月 14 日(水) 
(2) 質問書の受付    令和 4 年 12 月 6 日(火) 午後 3 時必着 
(3) 質問書の回答    令和 4 年 12 月 7 日(水)～令和 4 年 12 月 9 日(金) 
(4) 応募書類の受付   令和 4 年 11 月 16 日(水)～令和 4 年 12 月 15 日(木) 
(5) プレゼンテーション(選定委員会)  令和 4 年 12 月下旬予定 
(6) 指定管理者の決定         令和 5 年３月下旬(議会議決) 
(7) 指定管理者との基本協定締結    令和 5 年 3 月下旬予定 
(8) 指定管理者との年度協定締結    令和 5 年 4 月 1 日 
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９ 指定管理者の応募手続き 

(1) 提出書類 
応募を希望する団体は、次の書類を提出してください。なお、応募に際して必要となる費

用はすべて応募者の負担とします。また、提出書類の作成にあたっては、関係法令、条例お
よび規則等の関係規定を十分ご確認ください。 

① 申出関係書類 
ア 宮古島市児童館指定管理者指定申出書兼誓約書【応募様式２】 
イ 宮古島市下地児童館の管理運営に係る事業計画書【応募様式３】 
ウ 宮古島市下地児童館の管理運営に係る収支予算書【任意様式】 

※収支予算書作成の際は、人件費については、現在使用している給与規程等を元に作
成すること。また、事務費については、事業計画に沿って積算し、プレゼンテーシ
ョンの場で説明できるようにすること。 

※収支予算書策定に当たっての考え方を記入してください。 
② 法人に関する書類 

エ 登記事項証明書（履歴事項全部証明書)【公的証明】 
※法人以外の団体にあたっては、団体の代表者の身分証明書 

オ 定款、寄付行為、規約、給与規程等その他これらに類する書面【任意様式】 
カ 納税証明書（国税、都道府県税、市町村税）【公的証明書】 

・国税＝法人税、消費税及び地方消費税 
・都道府県税＝法人都道府県税、法人事業税 
・市町村税＝法人市町村民税、固定資産税及び都市計画税、事業所税 
※課税されていない場合は、納税義務がない旨及びその理由を記載した申立書を提
出ください。 

キ 直近の収支計算書若しくは損益計算書又はこれらに類する書面（既に財産的取引活
動をしている法人等のみ。）【任意様式】 

ク 直近の賃借対照表又はこれらに類する書面（既に財産的取引活動をしている法人等
のみ。）【任意様式】 

ケ 直近の財産目録又はこれらに類する書面（既に財産的取引活動をしている法人等の
み【任意様式】 

コ 令和４年度の収支予算書及び事業計画書【任意様式】 
サ 令和３年度事業報告書（作成している場合）【任意様式】 
シ 法人等の役員名簿【任意様式】 
ス 組織に関する事項について記載した書面又はこれらに類する書面【任意様式】 
セ 主要業務実績一覧【応募様式４】 

(2) 提出部数 
① 正１部、副本７部（副本については写し可） 
② 提出書類は全て A4 判に統一することとし、A３判を使用する場合は横折込みとする。 
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③ 上記の順に並べて提出すること。 
④ 提出した書類の差し替えは原則認めない。 

(3) 募集要項の配布 
原則、宮古島市の公式ホームページからダウンロードとします。 

(4) 募集要項・別紙業務仕様書に関する質問への受付 
① 受付期間 令和 4 年 12 月 6 日(火) 午後 3 時必着 
② 受付方法 質問の趣旨を簡潔にまとめて、質問書様式(様式)に団体名、所在地、代表者

名、質問者名、電話番号、ファックス番号、電子メールアドレスを明記のう
え、ファックスまたは電子メールのいずれかで送付してください。また、フ
ァックスまたは電子メールの未到着を防ぐため、送信の事前または事後に電
話連絡を願います。 

なお、電話や口頭等による質問には原則として回答いたしません。 
③ 送付先 宮古島市福祉部児童家庭課 

    電子メール：fj.kosodate★city.miyakojima.lg.jp ★には＠が入ります。 
    FAX：０９８０－７３－１９８４ 

④ 質問に対する回答 ファックスまたは電子メールで質問者へ回答 
(5) 応募書類の受付期間および受付時間 

受付期間内に応募書類を直接、以下の受付場所へ提出してください。郵送，FAX 等による
提出は受け付けません。なお、必要書類等を具備したもののみこれを受理するものとします。
受付期間後における応募書類の提出、再提出は受け付けません。 

① 受付期間 令和 4 年 11 月 16 日(水)～令和 4 年 12 月 15 日(木) 
② 受付時間 午前 9 時から午後 5 時まで(正午から午後 1 時を除く) 
       令和 4 年 12 月 15 日（木）のみ午後 3 時まで 
③ 受付場所 宮古島市役所 1 階 児童家庭課 
       子育て支援係 
       TEL ０９８０－７３－１９６６ 
       住所 宮古島市平良字西里１１４０番地 
 

10 選定方法 
指定管理候補者の選定にあたっては、宮古島市公の施設に係る指定管理者候補者選定委員

会（以下「選定委員会」という。）の中で、応募者による事業計画書の内容等についてプレゼ
ンテーションを行った後、その内容を審査する。 

(1) プレゼンテーション 
① 日程 令和 4 年 1２月下旬予定 
② 場所 参加者へ別途通知 
③ 時間 25 分（説明 15 分、質疑 10 分） 
④ 注意事項 
 ・プレゼンテーションの順番は応募の受付順とする。 
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・パソコン等が必要な場合は，応募者が用意すること。 
 ・機器の設置は，プレゼンテーション開始時間までに行うこととし，開始時間を過ぎた

場合は，所要時間に含めること 
 ・指定時間に遅れた場合は，失格となる場合があること。 
 ・出席人数は，3 人以内とすること。 

(2) 選定基準 
以下の視点に基づいて総合的な評価を行うものとする。 

選定基準 審査項目 審査の視点 
１ 市民の平等

な利用の確保 
(1) 市民の平等な利用

の確保 
・一部の利用者に対する不当な利用制限は

ないか。 
・一部の利用者を不当に優遇していない

か。 
２ 公の施設の

効用の発揮と
効率的な管理 

(1) 利用者に対するサ
ービスの向上 

・利用者にとって利便性が高まっている
か。 

・利用者からの要望に対し柔軟に対応でき
る体制となっているか。 

・平等利用等の確保は図られているか 
(2) 施設の効果的な活

用 
・施設の質を維持又は向上させるものであ

るか。 
・施設の利用を促進させる方策がとられて

いるか。 
・利用料等の考え方は妥当か。 

(3) 管理経費の縮減 ・管理経費の縮減が図られているか。 
・管理経費の縮減に対し事業者の創意工夫

がみられるか。 
・管理経費の縮減が利用サービスの低下を

招いてはいないか。 
３ 管理を安定

して行う人的
能力及び物的
能力 

(1) 管理運営体制 ・住民サービスを向上させるための十分な
体制となっているか。 

・施設の運営に必要な資格等は確保されて
いるか。 

・災害等緊急時における対応できる体制は
出来ているか。 

(2) 経営の健全性・安定
性 

・経営状況に問題はないか 
・同様な施設の管理実績はあるか 
・財務状況に問題はないか 

４ 個人情報の
適正な取扱 

(1) 個人情報の適正な
取扱 

・個人情報保護体制とそのチェックは適当
か 
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(3) 選定方法 
① 委員評価の合計点が最も高く、かつ総合配点の 50％以上であるものを指定候補者とし、

次点の者を次点候補者とする。但し、最も高い評価点を獲得した応募者が２者以上いる
場合は、経費見積書の見積価格がより低い者を指定候補者とする。 

② 応募多数の場合は、一次審査(書類審査等)及び二次審査 (プレゼンテーション)を実施
し、対象事業者を選定する場合がある。その場合の詳細は別途通知する。 

③ 選定委員会は非公開で行い、審査経過等に関する問い合わせには応じない。 
(4) 結果の通知 

① 選定委員会終了後、各応募者宛に書面により速やかに通知します。 
② 選定結果の通知後、指定の日までに選定した指定管理候補者の指定ができない又は著

しく不適当と認められる事態が発生した場合は、次点候補者を繰り上げ指定します。 
③ 審査結果に対する質問にはお答えできません。 

 
11 応募にあたっての留意事項 

(1) 次の要件に該当する応募は無効とします。 
① 応募書類提出後に事業計画の内容を変更した場合(軽微なものについて提出の際に訂

正を認めることがあります。) 
② 応募書類に虚偽または不正があった場合 
③ 応募書類受付期限までに所定の書類が整わなかった場合 
④ その他不正な行為があった場合 

(2) 宮古島市が提供する資料等は，応募にかかる検討以外の目的で使用することを禁じます。
また、この検討の目的の範囲内であっても、市の承諾を得ることなく，第三者に対しこれ
を使用させ、または，内容を提示することを禁じます。 

(3) 応募書類を提出した後に，応募を辞退する場合は，辞退届により応募辞退届けを提出して
ください。 

(4) 提出された応募書類等は返却しません。また提出された書類等は，宮古島市情報公開条例
に基づく情報公開の対象となる場合があります。指定管理者予定候補者の選定の公表等、
必要な場合には，応募書類の内容を無償で使用できるものとします。 

(5) 応募者が、指定管理予定候補者の選定に関して選定部会の委員と接触することを禁じます。
接触の事実が認められた場合には失格となることがあります。 

(6) 応募者は，応募書類の提出を持って本募集要項の記載内容を承諾したものとみなします。 
 
12 指定管理者の指定 

(1) 指定管理者の指定 
指定管理者予定候補者として選定されたものは、議会議決を経て指定管理者として指定さ

れます。なお、市議会の議決が得られなかった場合および否決した場合においては、指定管
理予定候補者が準備のために支出した費用等について、宮古島市は補償しないものとします。 

(2) 指定管理者との協定締結 
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 指定管理者として指定されたものは，宮古島市児童館条例施行規則第 13 条に基づき宮古
島市と協定を締結するものとします。 
 

13 事業開始前に管理の実施が困難になった場合における措置に関する事項 
(1) 指定管理者の事業開始前までの期間に，指定管理者予定候補者として選定されたものまた

は，指定管理者(以下「指定管理者等」という。)が、次の事項のいずれかに該当した場合は，
指定管理者予定候補者としての決定または指定管理者の指定を取り消すことがある。 
① 宮古島市議会において指定にかかる議案が否決されたとき 
② 指定管理者等が倒産し、若しくは解散したときまたは社会的に非難される事件を起こ

したとき。 
③ 資金事情の悪化等により，業務の履行が確実でないと認められるとき。 
④ 指定管理者が提出した書類に虚偽の記載があることが判明したとき。 
⑤ 正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。 
⑥ この募集要項に定める応募資格を失ったとき、または応募資格がないことが判明した

とき。 
⑦ その他指定管理者に指定することが不可能となったとき、または著しく不適当と認め

られる事情が生じたとき。 
(2) 指定管理者の候補者としての決定、または指定管理者の指定を取り消した場合、前記 10

の指定管理者の選定における順位により第 2 位に決定した応募者を，新たな指定管理者の
候補者として選定します。なお、第 2 位の応募者において指定管理者の候補者の取り消し
の事態が発生した場合は、第 3 位に決定した応募者を選定するものとする。 

 
14 本業務の引継ぎ 

次期指定管理者として指定された団体は，協定締結に先がけて新年度の事業計画書及び収支
予算書等を提出するとともに、本業務を円滑に開始するため、令和 5 年 3 月 31 日までに指定
管理者の業務の引継ぎ等必要な準備を行ってください。なお、業務の引継ぎ等にかかる経費は
次期指定管理者の負担となります。 

 
15 物品の貸与等 

(1) 宮古島市が作成する備品台帳に記載した備品については，指定管理者へ無償で貸与する
こととします。 

(2) 物品の使用及び保管については，備品台帳を備え，善良な指定管理者の注意義務を持っ
て行うこととします。 

(3) 宮古島市に帰属する物品で，処分等を行う場合は、宮古島市と事前に協議し移動があっ
た場合はその都度宮古島市に報告することとします。 

(4) 宮古島市があらかじめ用意するもの及び宮古島市が委託料の一部として指定管理料と別
に支払った備品購入費で指定管理者が購入するものについては，その所有権は宮古島市に
帰属します。また、指定管理者が自らの負担と責任で購入した備品については，指定管理
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期間終了の際には撤去することとなるが，双方協議により宮古島市に引き継ぐことができ
るものとする。 

 
16 問い合わせ先 
  〒906－8501 沖縄県宮古島市平良字西里 1140 番地 
  宮古島市福祉部児童家庭課 子育て支援係  

担当：久貝（くがい） 
  TEL（0980）73－1966／FAX（0980）73－1984 
   E-mail：fj.kosodate★city.miyakojima.lg.jp ★には＠が入ります。 
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宮古島市立下地児童館の概要 
 
1．所在              宮古島市下地字上地６２８番地１ 
2．施設の種類           児童厚生施設 
3．施設の規模及び構造       建物の面積  ２０９．８３㎡ 
                  建物の構造  鉄筋コンクリート造 1 階建て 
4．開館日             平成 4 年 4 月 
5．施設概要 
  ① 遊戯室  ② 集会室  ③ 図書室  ④ 事務室  ⑤トイレ 
 
6．年間延べ利用者数 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 
11,280 7,366 6,630 

 
7．開館時間等 

開館時間 （1）月曜日から金曜日 10 時～18 時 
（2）土曜日 9 時～17 時 

休館日 （1）日曜日 
（2）国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）

に規定する国民の祝日 
（3）12 月 29 日から翌年の 1 月 3 日まで 
（4）6 月 23 日（慰霊の日） 

電話番号 0980-76-3391 
 


